
相模原市子ども食堂等物価高騰対策補助金交付要綱（案） 

 

(趣旨) 

第１条 この要綱は、エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けている子

ども食堂又は無料学習支援を実施する団体を支援することを目的として、相模原

市が相模原市子ども食堂等物価高騰対策補助金(以下「補助金」という。)を交付

することについて、相模原市補助金等に係る予算の執行に関する規則(昭和４５

年相模原市規則第２３号。以下｢補助金規則｣という。)に定めるもののほか、必

要な事項を定めるものである。 

(補助対象者) 

第２条 補助金の交付の対象となる者は、相模原市内において、身近な地域におけ

る子どもの居場所づくりを目的とした子ども食堂及び無料学習支援を行う団体で

あって、次の各号のいずれにも該当する者とする。 

（１）単一の団体であること。 

（２）営利目的の活動及び公序良俗に反する活動を行う団体ではないこと、かつ特

定の政治活動又は宗教的活動に関する団体ではないこと。 

（３）当該団体が、過去に違法な活動歴がないこと。 

（４）相模原市暴力団排除条例(平成２３年相模原市条例第３１号)第２条第２号か

ら第５号に該当する者がいないこと。 

(補助対象期間) 

第３条 補助の対象となる期間は、令和７年１月１日から令和７年１２月３１日ま

でとする。ただし、この期間内に活動を休止した期間があるときは当該期間を補

助対象期間から除くものとする。 

(補助対象事業) 

第４条 補助の対象となる事業は、相模原市内において子ども食堂又は無料学習支

援を実施する事業であって、次の各号のいずれの要件にも該当するものとする。 

（１）相模原市が社会福祉法人相模原市社会福祉協議会への委託事業「子どもの居

場所創設サポート事業」で収集した情報を、さがみはら地域ポータルサイトを

通じて令和７年６月末現在の開催情報を公開していること。 

（２）食中毒等に対して適切に対策を実施しながら、子どもの居場所づくりを目的

とした取組を実施する子ども食堂団体 



（３）子どもの宿題の支援や見守りを目的としながら無料で学習支援を実施する無

料学習支援団体 

（４）参加費が無料又は低廉(実費相当程度で子どもの参加費が１回当たり３００

円程度を想定)であること。 

（５）地域に住む子どもを広く対象とする取組であること。 

（６）食事の提供に当たっては、食品事故防止に努めるとともに必要な衛生管理を

徹底していること。また、食物アレルギーを原因とした事故等の防止に努めて

いること。 

（７）活動内容や予定を事前に周知・公表していること。 

（８）その他市長が必要と認める条件 

２  前項の規定にかかわらず、次の各号に該当するものは対象外とする。 

（１）営利目的又は特定の団体や個人のみが利益を受けるもの。 

（２）政治活動又は宗教活動を目的とするもの。 

（３）地域住民・団体構成員の交流や親睦を主な目的とするもの。 

（４）未就学の子と親が主な対象で、仲間づくりや情報交換、育児の支援を目的と

したもの。 

（５）本市から他の物価高騰対策に係る補助・助成及び委託(指定管理含む)を受け

ている、又は受ける見込みのあるもの。 

（６）事業実施を伴わない調査・研究のみのもの。 

（７）施設、備品等の整備、購入のみを目的とするもの。 

（８）公序良俗に反するもの。 

(補助金額) 

第５条 交付額は、別表に掲げるとおりとする。 

(補助金の申請) 

第６条 規則第４条第１項第５号の市長が必要と認める書類は、次に掲げる書類と

する。 

（１）活動の内容が分かる書類(参加募集チラシやホームページの写しなど) 

２ 補助金規則第４条第２項の規定により、市長が提出を省略することができる書

類は、同条第１項第２号及び第３号に規定する書類とする。 

(交付の決定） 

第７条 市長は、前条の規定に基づく補助金の交付申請があった場合は、その内容



を審査し、補助金を交付することが適当と認めたときは、「相模原市子ども食堂

等物価高騰対策補助金交付決定通知書」により、申請者に通知する。 

２ 市長は、前項の場合において、適正な交付を行うため必要があるときは、補助

金の交付の申請に係る事項につき修正を加えて補助金の交付を決定することがで

きる。 

３ 市長は、第１項の審査の結果により、補助金の交付をしないことを決定したと

きは、「相模原市子ども食堂等物価高騰対策補助金不交付決定通知書」により通

知する。 

  (交付の時期等） 

第８条 補助金の交付は、補助金規則第１７条ただし書の規定に基づき、令和７年

１月から６月の実績に応じて一部を交付するものとする。 

（交付の請求） 

第９条 補助金規則第１８条の規定による補助金の交付の請求は、「相模原市子ど

も食堂等物価高騰対策補助金交付請求書」により行うものとする。 

（実績の報告） 

第１０条 規則第１４条第１項第３号の市長が必要と認める書類は、次に掲げる書

類とする。 

（１）相模原市子ども食堂等物価高騰対策補助金事業実施報告書  

（２）活動の内容が分かる書類(参加募集チラシやホームページの写しなど) 

２ 補助金規則第４条第２項の規定により、市長が提出を省略することができる書

類は、同条第１項第１号及び第２号に規定する書類とする。 

（その他） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長

が別に定める。 

附 則 

１ この要綱は、令和７年７月２２日から施行する。 

２ この要綱は、令和８年３月３１日に限り、その効力を失う。 

 

 

 

 



別表 第５条関係 

子ども食堂 

実施回数（月１回）   ：  ５,０００円×実施月数 

実施回数(月２回以上） ：  ７,０００円×実施月数 

実施回数(月４回以上） ：１０,０００円×実施月数 

無料学習支援 

実施回数（月１回）   ：  １,０００円×実施月数 

実施回数（月２回以上） ：  ２,０００円×実施月数 

実施回数（月４回以上） ：  ４,０００円×実施月数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


